
株式会社日本不動産鑑定パー
トナーズ（ＲＡＰ ＪＡＰＡＮ） 

全国の不動産鑑定士の共同出資により、
設立された専門家集団 
所属不動産鑑定士48名 全国に展開 

不動産鑑定業、宅地建物取引業、不動
産投資顧問業、第2種金融商品取引業の
免許 
代表取締役社長 山岸榮夫 
払い込み資本金3,240万円 
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ＲＡＰＪＡＰＡＮの海外ネットワーク 

• ＶＰＣ グループ マレーシア、シンガポール、
インドネシア、タイ、カンボジア、インドの不動
産コンサルタント、不動産鑑定士のグループ 
情報交換、ビジネスの紹介行う 年２回会議 

• Ｃｌｕｔｔｏｎｓ ＬＬＰ １７６５年創業の英国の不
動産評価、不動産管理、不動産仲介等を業と
する専門家集団 約500名のパートナーを抱

え、英国、中東、アフリカ、ヨーロッパに拠点
持つ、英国の名門 
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ＲＡＰ ＪＡＰＡＮの特色 

• 日本全国の不動産鑑定士のネットワークを活
かした 統一的な、クオリティの高い不動産鑑
定評価 

• 不動産鑑定の知識を活かした不動産コンサ
ルタント業務、仲介業務、管理業務 

• 海外とのネットワークを活かした海外不動産
の評価、投資コンサルタント業務、仲介業務、
海外投資家への日本不動産の紹介 
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世界の人口の推移 国連統計・予測 単位：百万人 

中国 イン
ド 

インド
ネシア 

ベトナ
ム 

タイ 韓国 マレー
シア 

日本 米国 英国 世界 

１９５０ ５４５ ３７２ ７７ ２７ ２１ １９ ６ ８４ １５８ 51  ２５２９ 

１９６０ ６４６ ４４８ ９３ ３４ ２８ ２５ ８ ９４ １８６ 53 ３０２３ 

１９７０ ８１６ ５５３ １１７ ４３ ３７ ３１ １１ １０５ ２０９ 56 ３６８６ 

１９８０ ９８１ ６９７ １４７ ５３ ４７ ３７ １４ １１７ ２２９ 56 ４４３８ 

１９９０ １１４２ ８６２ １７７ ６６ ５７ ４３ １８ １２４ ２５５ 57 ５２９０ 

２０００ 1269 １０54 ２13 ７９ ６3 ４６ ２３ １２７ ２８2 59 ６１１3 

２０１０ 1341 1225 240 85 69 48 ２８ 128 ３１0 62 6896 

２０２０ １388 １387 263 96 72 50 ３3 １２4 ３37 66 ７６56 

２０３０ １393 1523 ２80 １０1 ７３ 50 ３7 １１7 ３62 69 ８３21 

２０４０ １361 1627 ２90 １04 ７3 49 41 １０7 ３８3 72 ８８74 

２０５０ 1296 １692 ２93 １04 ７1 ４7 ４3 ９7 ４０3 73 9306 
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世界の人口の推移 

• 世界の人口は、１９５０年から２０５０年の１００年間で、３．７倍
増、93億人になる 

• 日本の人口は、既に減少しており、１９５０年には、世界で４
番目に人口が多く、世界人口の３％を占めていたが、２０５０
年には、1％になる。 

• 米国は、人口が増加し、２０５０年には、4億人を超える 

• 中国は、２０２０年代に減少に転じる 

• インドは、急増し、２０２０年には、中国を超え、世界１の人口
大国になる 

• インドネシア、マレーシアは人口が増加し続ける 

• 韓国、タイ、ベトナムは人口は、2020－３０年代に減少傾向に
なる 
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アジア、米国、英国の中位年齢の推移  
国連統計・予測 赤字＝30代 

年
代 

中国 インド インドネシ
ア 

ベトナム タイ 韓国 マレーシ
ア 

日本 米国 英国 世界 

５
０ 

２３．９ ２１．３ ２０．０ ２４．６ １８．６ １９．０ １９．８ ２２．２ ３０。０ 34.9 ２４．０ 

６
０ 

２１．８ ２０．０ ２０．０ ２２．２ １８．４ １９．８ １７．６ ２５．６ ２９．６ 35.5 ２３．２ 

７
０ 

１９．７ １９．２ １８．９ １８．０ １７．７ １９．０ １７．５ ２９．０ ２８．２ 34.2 ２２．１ 

８
０ 

２２．１ ２０．２ １９．４ １８．２ １９．５ ２２．２ １９．７ ３２．５ ３０．１ 34.4 ２３．０ 

９
０ 

２５．０ ２１．１ ２１．７ ２０．０ ２４．６ ２７．０ ２１．５ ３７．７ ３２．８ 35.8 ２４．４ 

０
０ 

２９．7 ２２．7 ２４．８ ２３．２ ３０．2 ３２．１ ２３.8 ４１．５ ３５．１ 37.7 ２６．６ 

１
０ 

３４．5 ２５．1 ２７．８ ２８．５ 34.2 ３７．９ ２６.0 ４５．１ ３６．６ 39.8 ２９．１ 

２
０ 

３8.1 ２８．１ ３１．４ ３２．３ 38.2 ４３．２ 28.9 ４8.9 ３７．９ 40.4 ３１．５ 

３
０ 

４2.5 ３１.2 ３５．１ ３６．７ 41.8 ４７．６ ３1.7 ５2.7 ３９．５ 41.3 ３４．２ 

４
０ 

４6.4 ３4.3 ３８．５ ４０．３ ４4.8 ５１．０ 34.6 ５4.9 ４０．８ 42.4 ３６．６ 

５
０ 

４8.7 ３7.2 ４１．６ ４２．４ ４6.6 ５３．７ ３6.9 ５6.0 ４１．７ 42.9 ３８．４ 
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人口ボーナス 

• 人口ボーナスとは、一国の人口構成で、生産年齢
人口（15-65歳）が多い状態で、豊富な労働力で高度

成長が可能となる 不動産に対する需要が強くなり
、バブルが発生しやすい 日本では、1990年代の頃
で、アメリカ2008年頃と言われる。東南アジア諸国
は、2020-30年代にこの時期を迎える 

• 人口オーナスとは、一国の人口構成で、高齢者が
多くなり、生産年齢人口の割合が低い状態で、経済
成長は期待できず、不動産市況には、好ましくない 
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ＧＤＰの推移、見込（2018）by IMF 

1998 

ＧＤＰ
ＵＳ
billion
＄ 

1998 

前年
比伸
長率
（％） 

2004

前年
比伸
長率
（％） 
 

2008 

前年
比伸
長率
（％） 
 

2009 

前年
比伸
長率
（％） 

2010 

前年
比伸
長率
（％） 
 

2011 

前年
比伸
長率
（％） 
 

2012 

前年
比伸
長率
（％） 
 

2013 

前年
比伸
長率
（％） 
 

2018 

前年
比伸
長率
（％） 
 

2018 
GDP  
US 
billion
$ 

2018/
1998 

伸長
率
（％） 

日本 3914.6 -2.003 2.361 -1.042 -5.527 4.652 -0.569 1.996 1.584 1.13 5930.2 152％ 

中国 1019.5 9.297 10.085 9.635 9.214 10.447 9.295 7.8 8.038 8.464 14941. 1460
％ 

タイ 111.86 -10.51 6.315 2.484 -2.33 7.811 0.0077 6.435 5.833 4.7 612.17 547％ 

マレー
シア 

72.175 -7.359 6.783 4.832 -1.513 7.154 5.084 5.613 5.1 5.2 474.77 658％ 

インドネ
シア 

95.455 -13.127 5.031 6.014 4.629 6.224 6.49 6.226 6.3 6.5 1482.4 1553
％ 

 シンガ
ポール 

85.013 -2.17 9.159 7.37 -0.787 14.781 5.16 1.319 2.012 3.931 342.47 
 

403％ 

米国 8793.5 
 

4.355 3.468 -0.337 -3.069 2.391 1.808 2.211 1.851 2.916 21101. 240％ 

英国 1462.1 3.515 2.908 2.774 -0.968 -3.974 1.799 0.915 0.688 2.472 2990 205％ 
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ＧＤＰの推移 
• １９９８年から２０１８年（予想）までの１０年間
で日本のＧＤＰは152％の伸長で、米国240％
、英国２０５％に比べ劣る 

• 中国のＧＤＰの伸長率は、1460％で日本の１
０倍のスピードである 

• インドネシアは、１９９８年はアジアの通貨危
機の影響で、低かったので、伸長率は高い 

• タイ、マレーシア、シンガポールは安定的に
成長 
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日本の公示価格の推移（住宅地）（％） 

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

東京圏 -5.6 -4.7 -3.2 -0.9 3.6 5.5 -4.4 -4.9 -1.7 -1.6 -0.7 
価格指数

2003基準 100 90.0 87.1 86.3 89.4 94.3 90.2 85.8 84.3 82.9 82.4 

大阪圏 -8.8 -8.0 -5.2 -1.6 1.8 2.7 -2.0 -4.8 -2.4 -1.3 -0.9 
価格指数
2003基準 100 83.9 79.5 78.3 79.7 81.8 80.2 76.3 74.5 73.5 72.9 

名古屋
圏 

-5.6 -4.9 -3.3 -1.3 1.7 2.8 -2.8 -2.5 -0.6 -0.4 0.0 

価格指数
2003基準 
 

100 89.8 85.4 82.6 81.5 82.9 85.2 82.8 80.7 80.3 79.9 

地方平
均 

-5.1 -5.7 -5.4 -4.2 -2.7 -1.8 -2.8 -3.8 -3.6 -3.3 -2.5 

価格指数
2003基準 100 89.5 84.7 81.1 78.9 77.5 75.3 72.5 69.9 67.5 65.9 

全国平
均 

-5.8 -5.7 -4.6 -2.7 0.1 1.3 -3.2 -4.2 -2.7 -2.3 -1.6 

価格指数
2003基準 100 88.8 84.7 82.5 82.5 83.6 80.9 77.5 75.4 73.7 72.5 
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為替相場の推移           
1米ドル当たり各国通貨：ＩＭＦ統計各年5月中旬現在 

1997 1998 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2004/
2013
（％） 

インド
ネシア 

２３４
５ 

１４８
５０ 

８９３８ ９７０
４ 

９１５
９ 

９１４
１ 

９６９
９ 

１０３
８９ 

９１２
０ 

８５４
８ 

9265 9748 92％ 

中国 ８．３ ８．２
７ 

８．２７ ８．１
９ 

７．９
７ 

７．６
０ 

６．９
４ 

６．８
３ 

６．８
３ 

６．４
９ 

6.31 6.21 133％ 

インド ３５．
４３ 

４２．
４７ 

４５．３
１ 

４４．
１０ 

４５．
３０ 

４１．
３４ 

４３．
５０ 

４８．
４０ 

４４．
９６ 

４４．
７０ 

53.84 54.79 83％ 

マレー
シア 

２．４
８９ 

４．１
７５ 

３．８０
０ 

３．７
８７ 

３．６
６８ 

３．４
３７ 

３．３
３５ 

３．５
２４ 

３．２
０６ 

３．０
０５ 

3.09 3.00 127％ 

タイ ２５．
２８ 

４２．
３１ 

４０．２
２ 

４０．
２２ 

３７．
８８ 

３４．
５１ 

３３．
３１ 

３４．
２８ 

３２．
３５ 

３０．
１９ 

31.37 29.73 135% 

シンガ
ポール 

１。４
０ 

１．７
０ 

１．６９ １．６
６ 

１，５
８ 

１．５
０ 

１．４
１ 

１．４
５ 

１．３
９ 

１．２
３ 

1.26 1.24 136% 

韓国 ７７８．
２ 

１３８
５ 

１１４５ １０２
４ 

９５４ ９２９ １１０
２ 

１２７
６ 

１１５
８ 

１０８
５ 

1149 1109 103% 

日本 １０４．
８ 

１４０．
８ 

１０８，
１ 

１１０．
２ 

１１６．
２ 

１１７．
７ 

１０３．
３ 

９３．
５ 

９２．
７ 

８０．
６ 

79.87 102.2 106% 

英国 1.64 1.63 1.77 1.86 1.85 1.98 1.94 1.52 1.44 1.62 1.60 1.52 116% 
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アジアの通貨危機（‘９７－’９８） 

• 1997年以前は、東南アジア各国、韓国、台湾などは、米ドルペッグ制（固
定相場制）を採用、国内金利を高めに維持し米ドル資金を積極的に導入
し、高成長を続けていた。 

• ‘92年の中国の開放政策により、日本、欧米の企業は中国に工場を移し
はじめた。 

• ヘッジファンドは、まずタイが米ドル借入が過大で、固定相場制は維持困
難と判断し、大きくバーツの空売りを仕掛けた。タイ政府は、維持できなく
なり変動相場制に移行した。 

• インドネシアは、90億ドルの貿易黒字、外貨準備200億ドルを超え、当初
ルピアを買い支えていたが、米ドル借入も大きく固定相場制を維持できな
くなり、変動相場制に移行した。切り下げ率は7分の1位になり、ドル調達
をしていた政府、企業は大きな打撃をうけた。多くの日本企業は、ドル資
金を調達し、ルピアで運用していたため、大打撃を受けた。スハルト政権
の打倒につながった。 

• 現在は、変動相場制採用のため、自国経済の動向を基本に、資本の流
出入に影響は受けるが、固定相場制のような大きなリスクはない。 
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為替相場の推移 

• 過去１０年間（2004-2013）でドルに対し弱くな
ったのは、インド、インドネシア 

• 中国は、管理フロート制であるが、徐々に切
り上がり、25％強くなっている 

• マレーシア、タイ、シンガポールは、20-25％
位切り上がっている。 

• 日本、韓国は若干強くなっている 

• 英国は、15％位強くなっている 
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外国人への不動産投資規制 
土地 建物 ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 取得費用 売却益税金 金融 外国送金 

マレーシ
ア 

一定の居住
系可 他は
許可必要 

百万ＲＭ（30

百万円）以上
のコンド可 

10年間ビザ 

車無税購入
可能 

印紙税3％等 5年以内5％ 外国人可 自由 

タイ 原則許可必
要 

コンド総戸数
の49％まで
所有可 

無 登録税2％印
紙税0.5％等
（公定価格） 

5年以内
3.3％（評価
額） 

外国人可 自由 

シンガ
ポール 

原則許可不
要 

オフイス、コ
ンド原則自
由戸建不可 

無 印紙税10％ 3年以内8％ 
2年以内12％ 
1年以内8％ 

外国人可 自由 

インドネ
シア 

インドネシア
人（自然人）
だけ可 

25年間の使
用権更に20
年延長可 

無 外国人可 自由 

カンボジ
ア 

カンボジア人 

カンボジア人
51％超保有
会社 

1階、地階以

外は所有可
能 

無 

インド インド人、も
しくはインド
オリジンの人 

無 

英国 自由 自由 無 印紙税4-5％

その他含め
6-8％ 

Tax アドバイ

ザーが好ま
しい 

外国人可能 自由 
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人口、ＧＤＰ、為替、投資規制から見た投資適国 

人口動向 ＧＤＰの伸
び率 

為替動向 投資規制 透明性 投資適国 

日本 減少 低い やや強い 無 有 

中国 普通 高い 強い 有 無 × 

タイ 普通 高い 強い 無 ほぼ有 ○ 

マレーシ
ア 

逓増 高い 強い 少ない 有 ◎ 

インドネシ
ア 

逓増 高い やや弱い 有 やや無 △ 

シンガ
ポール 

逓増 安定的 強い 若干有 有 ○ 

米国 逓増 安定的 やや弱い 無 有 ○ 

英国 逓増 安定的 やや強い 無 有 ◎ 
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マレーシア 

• 人口：29.3百万人 

• 中央銀行公定歩合：3％ 

• 失業率：3％ 

• インフレ率：1.5％ 

• ＧＤＰ：3,065億ＵＳ＄ 

• 一人当たり国民所得：5,364ＵＳ＄（2012） 

• 実質ＧＤＰの推移 

 

 
2010 2011 2012 2013 

成長率 7.2％ 5.1％ 5.6％ 5.0-6.0％予想 

16 



マレーシア不動産市況（居住系） 

• 新規売出し物件売却率（第1 4半期2012） 

 

 

 

 

 

• 新規物件の売却は、さほど好調ではない 

 

 

 

タイプ 新規売出し数 売却数 売却率 

テラスハウス 16,744 6,249 37.3％ 

コンドアパート 8,515 4,113 48.3％ 

サービスアパート 9,963 4,487 45.0％ 

その他 8,515 2,395 28.1％ 

43,737 17,244 39.4％ 
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マレーシア不動産市況（居住系）2 
1ｓｑｆｔ＝0.0925㎡ 1ＲＭ＝31.1円 

• 高級コンドは、超過供給 5,682戸完成予定 

• 狭いコンドの方が広いコンドより売れ行き良し 

• 超高級コンド、面積４，０２５ｓｑｆｔから６，９１３
ｓｑｆｔ、価格５.８百万ＲＭ以上、ＲＭ１，３００－
１，５００ per sqft は、５４％が即売し、好調 

• ＫＬの高級コンドは、ＲＭ670ｐｓｆ、７％アップ
昨年626ｐｍｆ 

• 平均賃貸収入は、３．９％上昇ＲＭ３．６５ｐｓｆ
/月 
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タイランド 

• 経済成長率2013は5.3-5.5％と予想 2012は
6.4％自動車産業並びにインフラプロジェクト
による 

• タイバーツは強くなっている 

• インフレ率は3％ タイ中銀公定歩合は2.75％ 

• 電気料金の値上げ 最低賃金300バーツ（約
1,000円/日）アップ 

• 不動産バブルの懸念 
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タイのインフラプロジェクト 

７６０億＄投資２０２０年までに 
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タイのコンド市場 1バーツ=約3円 

• 超過供給が懸念されている  

• 地下鉄駅に近いﾜﾝﾙｰﾑ（３１-４５㎡）供給増 

• 地下鉄駅に近い土地価格の上昇が著しい 

• 大手デベは、豪華コンド20万バーツ/㎡を販
売 
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シンガポール 

• ＧＤＰ 1.3％2012 1-3％予想2013 

• インフレ率 3-4％ 

• 失業率 1.8％ 

• 人口 5.5百万人 2030年6.9百万人（計画） 
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シンガポール居住系不動産市場 
• 2012年 コンド、22,197戸（過去最高）を売却 

• 個人住宅価格は、2.8％上昇 コンドは、6.5％
上昇 

• 当局の価格沈静化手段は奏功していない 

• 即売率は、70-80％である 

• 新規販売分の価格は、Ｓ＄1,000-1500ｐｓｆ（
土地は賃借権） 

• 外国人購入者割合は、6.3％（17.6％減） 

• 価格は、5-8％の上昇が予測される 
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英国並びにロンドン 

• 英国の人口は、現在の62百万人から、72百
万人に2030年までに増加する見通し 

• 弱いポンドが、海外投資家を魅了する 

• ロンドンの雇用、人口は、直近20年間で15％
増 

• ロンドンは、世界のﾌｨﾅﾝｼｬﾙｾﾝﾀｰ 

• 安全な投資先 国際都市 外国人所有権の
制限はない 税金の不利な取り扱いはない 
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ロンドン（2） 

• 流動性が高い 2008年のﾘｰﾏﾝ危機の際も他
のヨーロッパ諸国などに比べ市場は機能した 

• 透明性が高い 法律、緩やかな税金制度 

• 供給が制限されている   

 都市計画、使用方法の変更、ビルの高さ、地
方政治等参入障壁が高い 
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ロンドン不動産（居住系）市場 

• Ｃｌｕｔｔｏｎｓは、ロンドン市内に9店舗あり、更に
、4店舗開設予定 

• 警戒感はあるが、供給が緩やかなので、価格
上昇期待  

• 取引量は、供給不足で低い 

• ロンドン成長の強い期待が需要を支える 

• 昨年1年間で、価格は7.1％上昇 

• 賃料は、昨年来上昇している 
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ロンドン不動産（居住系）市場2 
Cluttonsの最新レポートによる 第一4半期,13 

Ｑ1 2013 Ｑ4 2012 Ｑ3 2012 

粗利回り 3.69％ 3.72％ 3.83％ 

価格上昇率 2.30％ 0.3％ 3.10％ 

賃料上昇率 1.70％ -2.30％ 1.50％ 
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粗利回り 価格上昇率 賃貸価値上昇率 

Belgravia（中南西
部） 

3.52％ 0％ -2.5％ 

Paddington（中西
部） 

4.20％ 2.1％ -1.3％ 

Rotherhithe(中南
西部） 

5.30％ 2％ 6.3％ 

Maida Vale(中北
西部） 

5.88％ 4.7％ 2.8％ 
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Source: Cluttons 

Current (Sep 2012) 

3.30% above peak 

ロンドンの高級住宅価格動向 
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